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なぜ｢無効な 36協定｣と判断されてしまったか

正しい過半数代表者の手続き方法

36 協定は過半数代表者と締結しなくてはいけま
せん。過半数代表者とは
1．労働者の過半数で組織する労働組合が
　  あるときは、労働組合
2．労働者の過半数で組織する労働組合がないと
　  きは、労働者の過半数を代表する者
今回の右の記事で問題となったのは、代表する
者として署名している労働者が、代表者として
選出されたという事実を認識していなったこと
です。また、次のような者は過半数代表者とし
て認められません。
1．使用者の意向によって選出されたもの
2．管理監督する地位にあるもの(部長や課長など)
過半数代表者として認められないものと締結し
た 36 協定は、右の記事でも分かる通り｢無効｣
となってしまい、結果として労働基準法違反と
なってしまいますので、十分気を付けましょう。

36 協定を締結する為の過半数代表者を選出する
事を明らかにした上で、選出をしなくてはなり
ません。選出方法としては、投票、挙手、話し合い、
持ち回りなどがさまざまな選出方法があります。
この際、重要なのは労働者の過半数がその従業
員を支持していることが明確になる手続がとら
れている事です。

いまさら聞けない
36協定 (サブロクキョウテイ ) とは

正式名称を「時間外・休日労働に関する協
定届」と言います。
・36 協定の締結は事業所単位になります。
　支店などがある場合、支店ごとに締結が
　必要です。
・36 協定は有効期間の開始日までに所轄の
　労働基準監督署へ提出しなければ、届出
　日より前の期間は無効となってしまいます。
4/1 からの 36 協定を 4/10 に届出た場合、
4/10 から有効となり、4/1 ～ 4/9 までの時
間外労働は労働基準法違反となってしまい
ます。
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